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原発･核燃からの撤退を！2023 関西集会 

 

ドーンセンターで３００人参加 
 

温暖化･エネルギー問題から原発 

 ９月１８日（月）午後１時半政府の原発政策

に危機感をいだく３００人がドーンセンター

に参加した。府退教からは１０人が参加。講師

の大島堅一さんは、龍谷大学教授で、環境経済

学・環境政策学専門の経済学者。 

２０１８年からは原子力市民委員会座長。 

冒頭、「福島事故後、原発に係る費用が電気料

金を引き上げている。国民一人当たり 27万円、

電力会社が投入した 21.3 兆円、税も合わせて

33 兆円。今後発生する廃炉・放射性廃棄物処

分費も膨大である。」と始めた。 

政府、原発推進へ大転換だが 

 政府は「電気の不足、脱炭素の切り札に“原発

推進”と転換したが、原発は全く役にたたない。 

政府の２０３０電源化率目標は 20～22％だ。 

だが、政府と電力会社が作る組織 OCCTO の

2032 年原発電源比率予想は 5％だ。」 

原子力産業は衰退産業である 

 「高価で危険な原子力発電は存続できず、撤

退が相ついでいる。GX 脱炭素電源法は、国の

廃炉による原子力産業の延命政策だ。 

衰退産業は、国が資金・政策を投入しても維持

できない。経済の法則だ」と強調。 

原発は再生エネルギー普及阻む 

「巨大集中型定常運転の原発は、地域分散型変

動電源の再エネ普及を阻む。」 

「原発は倫理欠格だ。事故の被害の大きさ、被

害の不均等、世代を超えた被害、これらを考え

ると脱原発に進むべき。」とのお話でした。 

           （文責 稲岡美奈子） 

 政府の汚染水放出の理由は、汚染水

が増え続ける、タンクをどけて廃炉デ

ブリ置き場所をつくるですが、汚染水

の増加はほぼ止められます、また、廃

炉作業は放射線が強いため困難で進

まずデブリは取り出すことが来ません。
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福島のあのタンクに入っている汚染水に含ま

れる話題のトリチュウムの半減期は 12～13

年。100年ちょっとおけば、1/1000になります。

その間にどうすればいいか考えればいいので

す。（稲岡美奈子）「30年も海に流し続けるより放出止

めて考える」ですね。専門知識ありがとうございます（林） 
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福島汚染水は当面タンクに保存が最善策 


